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１１．．研研究究のの背背景景とと目目的的 

気候変動に伴う豪雨の激甚化・頻発化に対処するため，全国各地で流域治水の推進が求められている．流域治水施策

の一つである水田の貯留効果に関しては，1980年代より多くの研究が蓄積されてきた．近年では，流出抑制板を用いた

田んぼダムの洪水低減効果 (Yoshikawa et al., 2009)や，水田率の低い流域における田んぼダムの貯留効果 (Saha et al., 

2023)が定量的に評価された．さらに和泉ら (2024)は，田んぼダムに加え，利水ダムの事前放流やため池の治水利用を含

む多様な貯留施設の統合的な評価を行っている． 

一方，複雑な流域構造を有する流域において，多様な貯留施設による洪水抑制効果を詳細に評価した事例は十分とは

いえない．例えば大和川流域では，奈良盆地内の多数の支川が単一の狭窄部 (亀の瀬)の手前で合流し，下流部には大阪

都市圏を擁するため，上流部における治水安全度の向上が重要である．同流域では田んぼダムやため池の治水利用，雨

水貯留施設，防災調整池等の整備と活用が進められているが，これらの多角的な貯留施策が洪水リスクに与える効果の

十分な解明には至っていない． 

このような貯留施設群の効果を評価するためには，降雨流出から氾濫までを一貫して追跡可能な解析手法が必要とな

る．降雨流出氾濫 (RRI)モデルは，流出から氾濫までの一体的な解析が特徴である．さらに，佐山ら (2026) による改良

により，降雨流出・河道追跡・氾濫解析を独立したレイヤーで計算可能となり，河道追跡レイヤーでの貯留機能の計算

と，氾濫解析レイヤーでの詳細な浸水抑制効果の評価が可能となった． 

そこで本研究では，大和川流域における多角的な貯留施策の治水効果を評価することを最終的な目的とし，その前段

階として，同流域を対象とした RRIモデルの構築および再現性の検証を行う． 

２２．．方方法法 

（１）対象流域と対象降雨 

本研究では，大和川流域を対象とする．対象降雨は，戦後最大洪水である 1982年 8月の大雨 (総降雨量 372 mm/ 96 h)

と，1995年 7月の大雨 (総降雨量 231 mm/ 96 h)とする．流量を解析する地点は，柏原 (流域面積 948.7 km2)・王寺(流域

面積 650.5 km2)・板東(流域面積 252.3 km2)の 3地点である． 

（２）計算条件 

Case 1: 流域一様にパラメータを設定した．最適化したパラメータ

は，飽和透水係数，土層厚，初期貯留量である． 

Case 2: 大和川流域を 5 つの土地利用に分類した(図 1)．水田には

Brooks-Corey Mualem モデルに基づく斜面モデル (菅原ら, 

2021)を適用し，飽和透水係数，土層厚，初期貯留量 を最適

化した．森林と畑地にも同じ斜面モデルを適用し，水田と

は異なる飽和透水係数，土層厚，初期貯留量を設定できる

ようにした．都市域と水域は表面流のみを考慮し，予備実

験で求めた斜面粗度と河道粗度を用いた． 
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図 1 大和川流域の 5つの土地利用 
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Case 3: 水田はGreen-Amptモデルによる鉛直浸透と表面流を計算し，土層厚を最適化した．森林と畑地および都市域と

水域におけるモデルの選択方法と最適化したパラメータは Case 2と同じである． 

いずれのケースでも流出モデルには RRI v.2 (佐山ら, 2026)を用い，パラメータ最適化には PESTPP-GLMを用いた． 

３３．．結結果果とと考考察察 

大和川流域の 3地点における 2つの豪雨のハイドログラフを図 2および 3に示す．Case 1では平均NSEは 0.868であ

り，全体的なハイドログラフの形状を一定の精度で再現しているが，流量の減衰形状の再現が不十分である．Case 2で

は，1982年豪雨の柏原地点以外の 5つのハイドログラフにおいて減衰形状の再現性が向上した．また，1982年豪雨にお

いてピーク流量の過大評価を解消し，平均NSEは 0.908に向上した．Case 3では低減時の流量を過小評価し，平均NSE

は 0.415であった．このような流出応答になった原因は，水田の流出機構をGreen-Amptモデルと仮定しており，鉛直浸

透しない雨水が表面流として先に流出し，その後は鉛直浸透により雨水が損失しているためであると考えられる． 

本研究では，雨水を貯留しながら流出する斜面モデルを用いることによって，畔の高さまで雨水が貯留され，畔の高

さを超えると流出するという実際の水田における流出機構と同様のハイドログラフが再現できたと考えられる．そのた

め，オリフィスや堰の効果を取り入れた田んぼダムモデルを用いると，物理的かつ精度よく再現できる可能性がある． 

 
図 2 大和川流域の 3地点における 1982年豪雨のハイドログラフ 

 
図 3 大和川流域の 3地点における 1995年豪雨のハイドログラフ 

４４．．展展望望 

現在，流域内の様々な貯留施設のモデリングを進めているところである．今後は，これらの貯留施設の機能を導入し

た流出計算を行い，施策の有無や組み合わせごとの洪水低減効果を算定する．さらに，気候変動適応策にDynamic adaptive 

policy pathwayのような計画策定手法を導入することを考え，施策の転換点を特定することも検討している． 
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